
 

 個 別 注 記 表  
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）  

１．資産の評価基準および評価方法 
（１）有価証券の評価基準および評価方法  

     子会社および関連会社株式   移動平均法による原価法 
     その他有価証券 
       市場価格のない株式等以外のもの 
                    期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 
       市場価格のない株式等   移動平均法による原価法 
 
（２）デリバティブの評価基準および評価方法 
     デリバティブ   時価法 

 
 （３）たな卸資産の評価基準および評価方法 
       商     品      総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

ただし、輸入未着商品は移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 
       貯  蔵  品      個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
 
２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 
   建物及び構築物           定 額 法 
   その他の有形固定資産        定 額 法 

 
       無形固定資産（リース資産を除く）       

定 額 法 （自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

５年により償却） 
 
リース資産        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
             リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 
３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金      売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 
回収不能見込額を計上しております。 

 
賞 与 引 当 金      従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 
役員賞与引当金      役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
 
退職給付引当金      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。 

 

（１） 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

（２） 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法 

過去勤務費用は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数（10 年）による定

額法により、発生事業年度から費用処理しております。 

                    数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数（10 年）によ

る定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。 
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４．ヘッジ会計の方法 
       ヘッジ会計の方法     繰延ヘッジ処理によっております。なお為替予約については、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理によっております。 
 
       ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段 為替予約  
                    ヘッジ対象 外貨建債権等 
 
       ヘッジ方針        社内管理規程に基づき、外貨相場や金利の市場変動によるリスクを回避するため

にデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものはありません。 
 

       ヘッジ有効性評価の方法  ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができる

ため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 
 
５．収益の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を適用しており、下記の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する  

ステップ２：契約における履行義務を識別する  

ステップ３：取引価格を算定する  

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する  

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する  

 

①履行義務の内容及び履行義務を充足する通常の時点等  

当社は、電子部品、自動車部品、産業資材、酒類等の製品・商品の販売を行っております。このような製品・商品の販売

については、多くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し

ていることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約において約束され

た対価から、値引、リベート及び返品などを控除した金額で測定しております。  

当社は、契約開始時において、当社が約束した財又はサービスを顧客に移転する時点と顧客が当該財又はサービスに対し

て支払いを行う時点との期間が１年以内となると見込んでいる場合には、約束した対価の金額に含まれる重要な金融要素の

影響について調整しておりません。  

 

②収益の総額と純額表示  

当社が本人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しております。当社が代理人と

して取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額から商品の仕入先に支払う額を差し引いた純額で収益を認識

しております。  

当社が本人として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判定にあたっては、財又はサービスが顧客に

提供される前に企業が当該財またはサービスを支配しているかを検討し、次のような指標を考慮しております。  

 

・当社が、契約を履行する主たる責任を有しているか 

・当社が、顧客の発注前後、出荷中や返品時に在庫リスクを有しているか  

・当社が、価格決定の裁量権を有しているか 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

１．繰延税金資産の回収可能性 
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

     繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）   270,484 千円 
 

 （２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報 
    ①算出方法 
     将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で繰延税金資産を認識しております。 
     回収可能性の判断は、当社の事業計画に基づいて決定した各将来事業年度の課税所得の見積りを前提としておりま 

す。 
    ②主要な仮定 

国内消費動向の予測に基づく売上成長率及び半導体など原材料不足の回復見通し、市場の成長率を基に、それぞれ

の事業計画の効果を織込んだ売上高、及びコスト削減の効果を考慮した営業利益の予測です。 
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このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の不確実な経済条件の変動等

の結果によって実際の結果と異なる可能性があり、大幅な見直しが必要な必要となった場合、翌事業年度の財務諸

表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 
 

（貸借対照表に関する注記） 

１．関係会社に対する短期金銭債権         54,881 千円 

関係会社に対する短期金銭債務        1,633,542 千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額        900,557 千円 

 
３．担保に供している資産 

投資有価証券          220,948 千円 

          担保に係る債務の金額   327,825 千円 

 

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌及び器具備品の一部については、リース契約により使用しております。 

 
５．保証債務残高   

金融機関からの借入金及び L/C 取引等に対する保証債務残高 100,000 千円 
 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社に対する売上高   504,482 千円 
 
２．関係会社からの仕入高         7,572,017 千円 

 
３．関係会社との営業取引による取引高 
    販売費及び一般管理費         250,517 千円 
 
 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１． 当事業年度の末日における発行済株式の総数 
普通株式  12,000,000 株 
 

２． 剰余金の配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の 

総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額 

（円） 
基 準 日 効力発生日 

2023 年 5月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 228,000 19 円 2023 年 2月 28 日 2023 年 5月 29 日 

 
（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決 議 予 定 
株式の 
種 類 

配当の 
原資 

配当金の 

総額 

（千円） 

1 株 

当たり 

配当額 

（円） 

基 準 日 効力発生日 

2024 年 5月 24 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 

 

504,000 

 

42 円 2024 年 2月 29 日 2024年 5月 27日 

 
 

（税効果に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産                         当 事 業 年 度 
   退職給付引当金                      136,925 千円 
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賞与引当金                         52,938 千円 

減損損失                          47,969 千円 

未払事業税                          8,525 千円 

資産除去債務                         6,284 千円 

電話利用権                         4,699 千円 

子会社株式                          3,260 千円 

未払費用                           3,045 千円 

商品評価損                          2,521 千円 

貸倒引当金損金算入限度超過額                 1,499 千円 

その他                            7,513 千円 

繰延税金資産 小計                      275,183 千円 

評価性引当額                       △   4,699 千円 

繰延税金資産 合計                     270,484 千円 

 
   繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金                 △  45,009 千円 

繰延ヘッジ利益                      △  8,397 千円 

資産除去費用                       △  1,453 千円 

繰延税金負債合計                      △ 54,860 千円 

     

  繰延税金資産の純額                        215,623 千円 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税 

並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱 

い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日。以下「実務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応 

報告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしており 

ます。 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 
特記すべき事項はございません。 

 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社 （単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 
（注２） 

科 目 
期末残高 
（注２） 

親会社 
J.ﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ

株式会社  
（被所有） 

100％ 

役員の兼務 
 
 

  資金の援助 
 
 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度 
 
 

経営指導料の 
 支払（注１） 
 
資金の借入 
（注 3） 
 
通算税効果額 

 
 

250,517 
 

 
― 

 
 

22,998 
 
               

  ― 
 

短期 
借入金 
 
 
未払金 
 
 

― 
  
 

1,325,414 

 

22,998 
 
 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 
  （注１）経営指導料の支払については、契約条件により決定しております。 
  （注２）取引金額には消費税等は含めておりません。 

（注３）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 
２．子会社 （単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 
（所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 
（注３） 

科 目 
期末残高 
（注３） 

子会社 
大丸興業国際

貿易（上海） 

有限公司  

（所有） 
100％ 

製品の仕入 
 
保証債務 

製品の仕入 
  （注１） 
 保証債務 

（注２） 

7,520,819 
 

100,000 
 

買掛金 
 

  ― 

275,860 
 

― 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 
  （注１）大丸興業国際貿易（上海）有限公司からの仕入については、市場価格を参考に決定しております。 
  （注２）保証債務は、当社が銀行借入等に対して債務の保証を行ったものであり、保証料の受領はしておりません。 
  （注３）取引金額には消費税等は含めておりません。 
 
３．兄弟会社等                                          （単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 
（注３） 

科 目 
期末残高 
（注３） 

親会社

の子会

社 

株式会社 
大丸松坂屋 
百貨店 

 
なし 

 

 
製品の販売 
 

製品の販売 
  （注１） 

 
3,813,114 

 

 
売掛金 

 

 
844,122 

 

株式会社 
ＪＦＲｻｰﾋﾞｽ 

なし 資金の援助 
資金の借入 
利息の支払 
（注２） 

－ 
9,415 

 
   ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）株式会社大丸松坂屋百貨店への製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。 

   （注２）株式会社ＪＦＲサービスに対する資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定し

ております。 
   （注３）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。  
 
 

（金融商品に関する注記）     

１．金融商品の状況に関する事項 
  （１）金融商品に対する取組方針 
     当社は、資金運用及び調達について親会社であるＪ．フロントリテイリング株式会社を通じて行い、余剰資金を同

社に貸付、または同社から借入しております。 
外貨建債権等の外貨相場や金利の市場変動によるリスクに対して為替予約を実施しております。なお、社内管理規 
程に基づき、実需の範囲で行うこととしております。 

 

  （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
     営業債権である受取手形及び電子記録債権、売掛金は、取引先の信用リスクに晒されています。 
     当該リスクに関しては、当社において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減に努

めております。 
投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価の把握を行っております。 

     営業債務である電子記録債務及び買掛金、並びに未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。その一部に

は外貨建てのものがあり為替変動リスクに晒されておりますが、当該リスクを回避するために、決済額の一部につ

いて為替予約を行っております。 
 
２．金融商品の時価等に関する事項 
 2024 年 2 月 29 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。 
なお、市場価格のない株式等（非上場株式（貸借対照表計上額 86,060 千円）、関係会社株式（貸借対照表計上額 836,087 千円）

は、「投資有価証券」には含めておりません。 
また、現金及び預金、受取手形、電子記録債権及び売掛金、電子記録債務及び買掛金、短期借入金については、短期間で決済

されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。 
 
 （単位：千円） 

  
貸借対照表 
計上額（＊） 

時価 
（＊） 

差額 

（１） 
デリバティブ取引 
 ヘッジ会計が適用されているもの 

27,442 27,442 － 

（２） 投資有価証券 235,122 235,122 
 

－ 

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 
 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  
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金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類しておりま

す。  
レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 
レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 
レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  
 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。  
 
（１）デリバティブ取引 
   店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定してお 

り、レベル２の時価に分類しております。 
 
（２）投資有価証券 
   上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル 1  

の時価に分類しております。 
 
 

（賃貸等不動産に関する注記） 

特記すべき事項はございません。 
 
 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５．収益の計上基準」に記載のとおりであります。 

 
 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額            769 円 03 銭 

２．１株当たり当期純利益            82 円 69 銭 

 
 
（その他の注記） 

特記事項はございません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－６－ 


